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1.背景と目的 

土地利用の変化は、生物多様性の減少を引き起こす重要な駆動要因の一つと考えられてい

る (Fischer et al. 2010; Sala et al. 2000 など)。そのため、全球、大陸、および国といった大

スケールで駆動要因を定量化し、生物多様性の変化を評価する際には、それぞれの評価スケ

ールに合わせて標準化された土地利用図が欠かせない(Loreau et al. 2001)。 

環境省の 1／50,000 植生図は、1979 から 1998 年に作成され、植物社会学的調査にもとづ

く植物群落を地形図上に記載したものである。1／50,000 植生図に記載された 905 の群落

には、人為的な影響を 10 段階で評価した植生自然度が付記されている（表 1）。これらの

情報を用いれば植生図の情報に階層性をもたせ、大きくまとめて使うことも細分して使う

こともでき、汎用性の高い土地利用図として利用することが可能である。 

 

表１ 環境庁自然保護局. (1974) 第１回自然環境保全基礎調査総合とりまとめ緑の国勢調

査自然環境保全調査報告書（昭和 49 年）による植生自然度と区分基準。 

 植生自然度 区分基準 

1 市街地、造成地 植生の殆んど残存しない地区。 

2 農耕地（水田、畑地） 水田、畑地等の耕作地。緑の多い住宅地。（緑被率 

60%以上） 

3 農耕地（樹園地） 果樹園、桑園、茶畑、苗圃等の樹園地。 

4 二次草原 （背の低い草原） シバ群落等の背丈の低い草原。 

5 二次草原 （背の高い草原） ササ群落、ススキ群落等の背丈の高い草原。 

6 造林地 常緑針葉樹、落葉針葉樹、常緑広葉樹等の植林地。 

7 二次林 クリ-ミズナラ群落、クヌギ－コナラ群落等、一般

には二次林と呼ばれる代償植生地区。 

8 二次林（自然林に近いもの） ブナ、ミズナラ再生林、シイ・カシ萌芽林等、代 

償植生であっても、特に自然植生に近い地区。 



9 自然林（極相林またはそれに近

い群落構成を示す天然林） 

エゾマツ-トドマツ群集、ブナ群集等、自然植生の

うち多層の植物社会を形成する地区。 

10 自然草原・湿原 高山ハイデ、風衝草原、自然草原等、自然植生の

うち単層の植物社会を形成する地区。 

 

2.土地利用作成方法 

2.1 土地利用図作成に用いたデータ 

本報告で対象とした植生図の空間情報データは、環境省自然環境局生物多様性センターの

ウェブサイト、自然環境 GIS 提供システム（環境省自然環境局生物多様性センター自然環

境 GIS 提供システム、http://www.biodic.go.jp/trialSystem/top.html 、2012 年 9 月 20 日

確認）内の自然環境保全基礎調査の第 2 回〜第 5 回の植生調査県別・支所別一覧（環境省

自然環境局生物多様性センター自然環境 GIS 提供システム植生調査県別・支所別一覧、 

http://www.biodic.go.jp/trialSystem/vg/vg.html 、2012 年 9 月 20 日確認）よりダウンロー

ドした。第 2 回〜第 5 回の植生図は 1／50,000 地形図を単位として作成されている。こ

のサイトから都道府県別に植生図のデータをダウンロードできる。都道府県のそれぞれの

フォルダには veg_a.csv というファイルがあり、このファイルが植生図に使用された全国

の植生凡例の一覧である。今回は veg_a.csv に書き込まれた植生凡例データを編集した。 

 

2.2 土地利用区分 

土地利用区分凡例一覧ファイルの veg_a.csv に記載されている植生凡例名は、植物社会学

的群落名が採用されており、都道府県ごとに使用された群落名が掲載されている。これらの

植生凡例を合わせるとその数は合計で 905 にのぼる。なお、類似の群落名は統合され「集

約群落名」として集計などに用いられている（植生調査 3 次メッシュデータ植生調査凡例

コード等、 http://www.biodic.go.jp/dload/mesh_vg.html 、2012 年 9 月 20 日確認）。

veg_a.csv の 1 レコードは、Major1( 通し番号)、群落コード、区分、群落名、集約群落コ

ード、集約群落名、 Summarized_Community_Name、植生自然度、植生区分で構成されて

いる。 

土地利用区分の際にはファイル veg_a.csv に記載されている 905 の植生凡例（レコード）

を集約し再集計した。最初に、各植生凡例の相観にもとづき草原、森林、湿地、水辺・海辺、

特殊基質、耕作地等、住宅地、開放水域、および不明の９カテゴリーに分類した。草原と森

林については、植生自然度にもとづいて、自然性が高いもの（自然草地、自然林）、二次的

なもの（二次草地、二次林）、人為的に作られたもの（人工草地、人工林）、およびその他に

分類し、これらを中分類とした。森林と草地以外にも、耕作地等について水田か、畑地かそ

れ以外の耕作地かで中分類をおこなった。細分類については、自然度および群落名を手がか

りに、出現する立地や、森林であれば針葉樹か広葉樹か、あるいは、常緑樹か落葉樹といっ

た生育型に着目して分類した。なお、土地利用区分と植生凡例との対応については、「日本



全 国 土 地 利 用 メ ッ シ ュ デ ー タ の 公 開 に つ い て

（https://www.nies.go.jp/biology/data/lu.html）」の関連資料「土地利用図凡例と第 2 回・

第 3 回〜第 5 回の植生図凡例との対応表（xls.175KB）に掲載した。 

 

3.信頼性 

相観にもとづく再分類の結果えられた９分類それぞれの面積は、開放水域が最も面積が広

く（172,000km2）、陸地では面積の広い順に森林（244,291km2）、次いで耕作地（70,280km2）、 

草地（26,798km2）、住宅地（24,715km2）などとなっていた（表 2）。林野庁が公表してい

る森林面積は 1980 年以降ほぼ 250,000km2 で推移しており（林野庁／国民経済及び森林

資源、 http://www.rinya.maff.go.jp/j/kikaku/hakusyo/22hakusyo_h/material/m01.html 、

2012 年 9 月 20 日確認）、今回得られた値とおおよそ一致している。森林面積が林野庁で公

表された面積よりもわずかに小さかった理由としては、伐採跡地などを二次草地（低）に再

分類したことが考えられる。森林の内訳では、人工林、二次林、自然林の順に面積が大きか

った（表 2）。今回の集計した人工林面積は 93,580km2 で、林野庁が公表している人工林

面積が 1981 年に 99,000km2、 1986 年に 102,200km2 とな ってお り （林野庁／森林

面積蓄積の推移： http://www.rinya.maff.go.jp/j/keikaku/genkyou/h19/2_2.html 、2012 年

11 月 30 日確認）、ほぼ妥当な面積であると考えられた。 

 

表 2 大・中分類の群落数と面積の集計結果 

大分類 中分類 該当群落数 合計面積(km2) 

草地 自然草地 74 1,884 

 二次草地 70 11,905 

 人工草地 17 9,677 

 その他 25 3,333 

 計 186 26,798 

森林 自然林 349 61,126 

 二次林 128 87,279 

 人工林 54 93,580 

 その他 34 2,306 

 計 565 244,291 

湿地  19 1,578 

水辺・海辺  10 59 

特殊基質  33 1,421 

耕作地等 水田 7 42,255 



畑地 12 20,594 

水田・畑地以外の耕作地等 24 7,431 

計 43 70,280 

住宅地 31 24,715 

不明 3 31 

開放水域 3 172,000 

一方、耕作地等については、今回の集計では 70,280km2 となった。農耕地の面積は、1979 

年 59,560km2 から 1998 年の 52,750km2 へ減少しており（統計局ホームページ／第 7 章 

農林水産業 耕地面積（明治 37 年〜平成 16 年、http://www.stat.go.jp/data/chouki/07.htm 、

2011 年 11 月 30 日確認）、今回の集計結果より小さい。今回の集計では、耕地面積等の中

でも水田の面積が大きく 42,065km2 で、1979 年の水田面積 29,710km2（統計局ホームペ

ー ジ ／ 第 7 章  農 林 水 産 業  耕 地 面 積 （ 明 治 37 年 〜 平 成 16 年 、

http://www.stat.go.jp/data/chouki/07.htm 、2011 年 11 月 30 日確認）を上回っていた。植

生図から集計した水田面積が大きかった理由としては、植生凡例の水田と水田雑草群落を

合算して水田としたことが挙げられる。統計局のホームページによる耕地面積には、作付け

を行った水田の他に「けい畔」と呼ばれる畦に相当する面積と「本地」と呼ばれる作付け可

能な土地の面積が示されている（統計局ホームページ／第 7 章 農林水産業 耕地面積（明

治 37 年〜平成 16 年、http://www.stat.go.jp/data/chouki/07.htm 、2011 年 11 月 30 日確

認）。田とけい畔を合算した面積は、30,000km2 前後（1979〜1998 年）、田、けい畔および

本地を合算した面積が 80,000km2 前後（1979〜1989 年）で推移していることから、植生

図における水田は畦や休耕地を含んだ面積であると推測される。 

以上の結果から、森林法や農地法で定義により算出された森林面積や耕作地面積と、植生に

もとづいた面積とを完全に一致させるのは困難であるが、植生図の凡例を集約することで

得られた本土地利用は妥当なものであると考えられる。 

この土地利用図の詳しい解説については、Akasaka et al (印刷中)、小川ほか（2013）に掲載

されている。また、土地利用図のデータベースについては、本全国標準土地利用メッシュデ

ータ（https://www.nies.go.jp/biology/data/lu.html）からデータをダウンロードすることが

できる。 
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